
























は じ め に














































































































1902 年福岡県生まれの毛里は，25 年 3 月東京
帝国大学法学部を卒業し，大蔵省に入省，33 年
4 月満洲国総務庁主計処特別会計科長，34 年１
月同庁秘書処経理科長兼務，36 年 7 月同国財政
部理事官・国税科長，37 年 5 月支那駐屯軍司令
部付，38 年 5 月に帰国して大蔵省預金部資金局
監理課長，38 年 12 月興亜院経済部第 1 課長，
41 年 5 月企画院総裁官房総務室第 1課長（のち
に第 2，第 4 課長を兼務），45 年 6 月総合計画局
第１部長，同年 9月内閣調査局調査官，47 年 2
月死去。
毛里については，伊藤隆と古川隆久の研究が







































































































































































































計から 1936 年度までに 11 会計分が追加された









満ソ間の北鉄買収交渉は，1933 年 6 月 26 日
















































































































































































































































































































































































































































































の計 8 行からの払込金（1940 年当時，各行 1250
万円）を得た(注45)。
毛里は 1938 年 5 月，大蔵省預金部資金局監
理課長として約 5年ぶりに日本国内での勤務に








1939 年 9 月 21 日に「新中央政府樹立ニ対処ス













































































































究会 1970, 1］。亀井はこれにさきだち，1937 年
6 月の第 1 次近衛内閣成立以降，近衛を党首と
する新党結成運動に乗り出していた［酒井 1992,
119-120］。


































































































































































































































































































青島治安維持会成立１周年を控えた 1939 年 1
月までに特別市政府の組織が急がれ，日本政
府・軍中央でも陸海外 3 者間の協議が行われ












































減少していった。柴田の所長時代（1939 年 3 月

















第 3代所長緒方真記（1941 年 8 月 20 日～1942 年























































































設した。前者については，1939 年 12 月に即墨・
膠州（膠県を改称）郷政処が置かれ［青島特別市





























































































































































































































































































































（注 5） 外務省外交史料館蔵の 1938 年 12 月








-12」のように略記〕所収の 1938 年 2 月 7 日付在
青島陸軍特務機関長大木良枝発陸軍次官梅津美
治郎宛青機秘第 3号）。
（注 7） S15-密-29-3/3 所収の 1940 年 8 月 21
日，北支那方面軍参謀長笠原幸雄発陸軍次官阿

































「北鉄買収ニ関スル件」中の 1934 年 4 月 30 日付
満洲国総務庁主計処「北鉄買収資金調達方法及
買収後ノ経営方式」。
（注 12） 小池・森［2014］所収の 1935 年 2 月
1 日付日記。
（注 13） 同上，1935 年 2 月 4 日付日記。




「棉花資料」中の 1935 年 10 月 10 日付支那駐屯




（注 17） 同上所収の 1936 年 8 月 31 日付満洲
国国道局利水科長本荘秀一「冀東政府水利委員
会設置要綱」。
（注 18） 同上所収の 1936 年 11 月 11 日付「冀
東水利委員会設立ニ関スル経過報告」。
（注 19） 同上所収の 1936 年 10 月 28 日付「冀
東水利委員会事業実施要綱案」。














（注 27） 多田井［1983, 119-120］所収の 1936
年 6 月 19 日付「北支金融及経済統制限度ニ関ス
ル天津軍池田参謀及毛里嘱託打合要領」。
（注 28） 前掲「冀東関係資料」所収の 1936 年
２月付「冀東股份有限公司設立趣意書」。
（注 29） 大興公司は，柴田［1998］を参照。
（注 30） 前掲「冀東関係資料」所収の 1936 年
1 月 16 日付支那駐屯軍司令部「冀東公司設立要
綱」。同上所収の 1936 年 2 月 27 日付「冀東股份
有限公司設立会議録」。
（注 31） 同上所収の 1936 年 4 月 6 日付「裕民
公司辦法大綱決定ノ件」。
（注 32） 同上所収の 1936 年 4 月 4 日付「通洲
会議録」。





（注 36） 多田井［1983，115-116］所収の 1936
年 5 月 7 日付支那駐屯軍司令部「冀察幣制ニ関
スル打合」。多田井［1983，123-124］所収の 1936
年 6 月 30 日付大蔵省理財局国庫課「北支金融工
作ニ関スル件」。
（注 37）「毛里英於菟関係文書」（15）所収。




（注 40） 同上（4）所収の 1937 年 8 月付「北支
金融指導機関設置案」。
（注 41） 憲政資料室蔵「阪谷芳郎関係文書」
所収の 1937 年 9 月 18 日付阪谷芳郎宛阪谷希一
書翰（R10-243-22）。








（注 47） 多田井［1983, 234-237］所収。
（注 48）「毛里英於菟関係文書」（125）所収。
（注 49） 多田井［1983, 354-355］所収の 1940
年 7 月 25 日付青木一男「中支通貨方針案」。
（注 50） 多田井［1983, 358］所収の 1940 年 6
月付「中央儲備銀行法草案」。
（注 51）（注 49）の「中支通貨方針案」。
（注 52） 多田井［1983, 259］所収。








毛里英於菟「徹底行録」1944 年 2 月 3 日付日記。
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（注 68）「徹底行録」1943 年 10 月 9 日付日記。
（注 69） 日本近代史料研究会［1970, 2-11］所
収の 1938 年 9 月 29 日付近衛宛亀井書翰。
（注 70）「毛里英於菟関係文書」（223）中の毛
里英於菟「戦ひの最中に在りて」。
（注 71）「徹底行録」1943 年 11 月 30 日付日記。
（注 72） S13-密-54 所収の 1938 年 9 月 21 日
付北支那方面軍参謀長山下奉文発陸軍次官東條
英機・参謀次長多田駿宛陸支密電第 136 号。
（注 73） S12-密-5 所収の 1937 年 8 月 15 日付
在青島陸軍特務機関発梅津・多田宛青機電第 310
号。
（注 74） S13-密-12 所収の 1938 年 3 月 17 日
付在青島陸軍特務機関発梅津・多田宛青機電第
213 号。
（注 75） S14-密-12-3/3 所収の 1938 年 3 月
31 日付北支那方面軍参謀長岡部直三郎発梅津・
多田宛方参二電第 532 号。




（注 78） S14-密-24-2/2 所収の 1938 年 9 月 5
日付喜多発東條・多田宛甲方特電第 45 号。







（注 83） S13-密-73 所収の 1938 年 12 月 26 日，
東條発山下宛方参二電第 391 号返。










其二」所収の 1942 年 11 月 1 日「大東亜大臣ノ訓
令」。
（注 91） 外務省［2010, 1469-1470］所収の
毛里英於菟の「東亜協同体」論からみた東アジアの地域秩序構想
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記）蔵の 1938 年 11 月 28 日付青島治安維持会警
察部「関于治安粛清工作実施状況報告」。
（注 95） 青档館蔵の 1941 年 9 月付青島特別
市警察局特務科「滅共警察対策」。
（注 96） 青档館蔵の 1939 年 8 月 23 日付柴田
発趙宛興政発第 363 号。
（注 97） 青档館蔵の 1940 年 8 月 15 日付青島
特別市郷区行政籌備事務局「即墨区南方地区旧
市内接壌区域粛清工作報告」。
（注 98） 青档館蔵の 1939 年付青島特別市警
察局「治安粛清工作実施日期及村落表」。



















蔵の 1941 年 12 月 6 日付青島市政府辦事処発党
政工作大隊宛軍政第 16 号。
（注 104） 姚は趙琪の死去に伴い，1943 年 3
月 22 日に市長代理となり，やがて新市長に就任

















































































































































































（國學院大學文学部教授，2018 年 11 月 6 日受領，





付表 李村分局諜報区人員配置（1941 年 10 月）
（出所) （注 99）を参照。
Abstract
Idea of a Regional Order of East Asia from the
Viewpoint of Hideoto Mouri’s East Asian Commun-
ity Theory
Hidemi Higuchi
This paper examines the nature and role of the idea of a new order of East Asia based on the “East
Asian community” theory of reformist bureaucrat Hideoto Mouri. While previous studies have
emphasized the acquired nature of the new order as a rationale to justify the Sino–Japanese War, the
present study clarifies the logical attributes of Mouri’s theory. The practical activities that Mouri
conducted in accordance with his theory are also outlined. In addition, the nature and role of this
theory, which Mouri attempted to apply in real life, are examined. Unlike general theories of
international order, Mouri’s is not a theory of a federal organization that perceives nations as
components; rather, it is an attempt to create an anthropomorphic organization wherein people living
in a widespread region are united across national borders based on a universal philosophy, striving
together as one toward achieving a goal as they transcend existing national and ethnic frameworks.
Accordingly, the establishment of a universal philosophy that could be shared by Asian nations and
ethnic groups became the most important aspect for the construction of a community; however, the
war ended before the philosophy could be fully realized.
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